（様式１）

令和　年　月　日　

参　加　意　思　表　明　書

　神奈川県知事　黒岩　祐治　殿

所　 在　 地　　
商号又は名称　　
代表者職氏名　　

神奈川県が発注する令和８年度プラごみ回収に係る実証実験業務委託のプロポーザルに参加したいので、関係書類を添付して提出します。
また、私は、プロポーザル参加資格審査申請に当たり本業務委託に係る募集要領記載の参加資格に該当する者であることを申し出ます。
必要な資格を満たしていないことが判明した時は、提案内容が失格となり、契約解除に伴う違約金の支払い、入札参加資格停止等の措置を受けても、異議申し立てません。

（担当者連絡先）

　所属　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　役職名　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　氏名　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　電話番号　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（様式２）

団　体　・　会　社　概　要　書

令和　年　月　日現在
	商号又は名称
	

	所在地
	本社等

	


	
	本業務を受託する支社等
	

	創業年・開設年
	

	資本金等
	

	前期年間売上等
	

	常勤従業員
・職員数
	


	本事業に関連する実働可能なスタッフ数
	





	業務内容
	（主な業務内容を記載してください。）


	その他特記事項
	



※　本提案用紙内の区切りは目安です。記載欄内で上下に移動させて、各項目の文字数を調整することは可能です。


（参考様式１）

暴力団又は暴力団員等と関係していない旨の誓約書

私は、令和８年度プラごみ回収に係る実証実験業務委託に係る公募型プロポーザルに参加するにあたり、下記１から５までのいずれにも該当しないことを誓約します。
また、役員等名簿の情報提供を求められた場合は直ちに応じることを誓約します。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることになっても、異議は一切申し立てません。

記
1 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団である事業者
2 役員等（参加しようとする者が個人である場合はその者を、法人である場合にはその役員をいう。以下同じ。）が法第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であると認められる事業者
3 暴力団又は暴力団員等が出資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有する事業者
4 暴力団又は暴力団員等に対して、利益供与をしている事業者又は事業の委託、請負などの契約関係にある事業者
5 役員等が暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有すると認められる事業者


　神奈川県知事　黒岩祐治　殿

令和　年　月　日　


　所　 在　 地
　商号又は名称
　代表者職氏名


（参考様式２）

同　意　書

役員等名簿に記載された全ての者は、暴力団、暴力団員等、暴力団経営支配法人等に該当しないことを確認するため、当該役員等名簿を神奈川県に提出すること、及び神奈川県が当該役員等名簿に記載された情報を神奈川県警察本部に照会することについて、同意しております。


　神奈川県知事　黒岩祐治　殿

令和　年　月　日　


　所　 在　 地
　商号又は名称
　代表者職氏名


（参考様式３）

役　員　等　名　簿

	主たる事業所の所在地
	

	商号又は名称のフリガナ
（法人の組織商号は省略）
	

	商号又は名称
（法人の場合は組織商号を含めて記載）
	

	代表者役職名
	

	代表者氏名
	



	役職
	氏名の
フリガナ
	氏名
	生年月日
	性別
	役員の住所

	
	
	
	元号
	年
	月
	日
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	





（様式３）

企　画　提　案　書

委託業務名　令和８年度プラごみ回収に係る実証実験業務委託
　　　
標記の業務について、企画提案書を提出いたします。

１　業務実施体制（様式４）
２　関連する業務実績（様式５）
３　企画案（様式６）
４　見積書（内訳明細を含む。様式７、７－２）
５　財務諸表の写し（直近３カ年分、半期決算の場合は６期分）
　　・貸借対照表
　　・損益計算書
　　・株主資本等変動計算書又は社員資本等変動計算書もしくは損益金の処分表



令和　年　月　日　

　神奈川県知事　黒岩　祐治　殿


（提案者）所　 在　 地

商号又は名称

代表者職氏名



（様式４）

業　務　実　施　体　制

１　組織図
　　提案者の組織について、本業務に関係する部署が分かるように記入してください。
　　なお、本項目について、別紙により提出することも可能です。
	



２　業務体制及び人員配置計画
　　業務を実施するにあたって、専門性を有する者の配置状況も含め、どのような業務体制及び人数で行うのか、体系図を記入してください。
　　なお、本項目について、別紙により提出することも可能です。
	（例）


３　配置予定従事者の経歴等
　　配置予定の主な従事者について、主な経歴や実績、本業務における担当等を記入してください。「主な実績・資格」欄には、本業務に必要な専門知識・資格等を有していることが分かる内容を記入してください。
	氏名
	役職
	主な経歴・経験年数
	主な実績・資格
	主な担当

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　※行を追加することは可能です。

４　業務スケジュール
　　業務の工程について、仕様書に記載の業務内容に沿って記入してください。また、打合せの実施時期等も併せて記入してください。
　　なお、本項目について、別紙により提出することも可能です。
	



※　本提案用紙内の区切り線は目安です。記載欄内で上下に移動させて、各項目の文字数を調整することは可能です。


（様式５）

関　連　す　る　業　務　実　績

１　本業務に関連する業務実績がある場合、必要事項を記入してください。
（例）・海岸漂着ごみの組成調査業務
・河川等におけるごみの流出実態調査業務
・海域におけるマイクロプラスチックの調査業務
・上記以外で経験等を活用できる業務
	業務名
	発注機関
	契約日
（受注年度）
	発注額
	業務概要

	
	
	　年　月　日
（　　　年度
～　　　年度）
	
	

	
	
	年　月　日
（　　　年度
～　　　年度）
	
	

	
	
	　年　月　日
（　　　年度
～　　　年度）
	
	

	
	
	年　月　日
（　　　年度
～　　　年度）
	
	


※行を追加することは可能です。

２　過去の業務において得られた知見や、本業務を実施するにあたり特にアピールしたい事項があれば、記入してください。
	







※　本提案用紙内の区切り線は目安です。記載欄内で上下に移動させて、各項目の文字数を調整することは可能です。


（様式６）

企　画　案

次の項目について、どのように実施していくのか具体的に記入してください。

１　回収技術の情報収集
　　情報収集の方法について記入してください。
	



２　本県のプラごみ流出量の推計
　　県内から海に流出するプラごみの量の推計方法について記入してください。
	



３　回収技術の実証実験
　　想定される実証実験の手法又は手法を選定する際の考え方について記入してください。
	



４　効果の評価・検証
　　本県の地域特性を踏まえたプラごみ回収技術の評価方法を記入してください。
	



５　自由提案
　　その他、本業務に資する提案があれば、その内容・効果を記入してください。
	



※　本提案用紙内の区切り線は目安です。記載欄内で上下に移動させて、各項目の文字数を調整することは可能です。
※　別紙添付による企画案の説明も可能です。




















（様式７）
令和　　年　　月　　日

見　積　書


神奈川県知事　黒岩　祐治　殿

住所　　　　　　　　　　
法人名　　　　　　　　　
代表者（職・氏名）　　　


令和８年度プラごみ回収に係る実証実験業務委託実施に要する経費として次のとおり見積りします。



金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

· 金額は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者、免税事業者を問わず、契約希望金額の110分の100に相当する金額を記載してください。
· 記載した金額が別紙「見積額内訳」の小計（税抜）金額と同額であることを確認してください。



＜本件責任者及び担当者の連絡先＞
	項目
	責任者
	担当者

	所属・部署名
	
	

	役職名
	
	

	氏名
	
	

	電話番号
	
	

	メールアドレス
	
	


· 責任者とは、代表取締役や支店長、営業所長など、社内に置いて権限の委任を受けた役職員とします。
· 担当者とは、本取引に係る事務担当者とします。責任者と担当者は同じでも構いません。



（様式７－２）

見　積　額　内　訳


	項目
	金額（円）
	積算内訳

	事業に係る経費

（例）
・コンサルタント人件費
・データ基盤構築
・展示会出展費　等
	
	※人件費などは単価×工数など積算詳細を記載してください。
（記載例）
〇円×〇時間×〇日＝〇円
〇円×〇回＝〇円　等

	管理費
	
	

	小計（税抜）
	
	

	消費税（10％）
	
	

	合計（税込）
	
	


· 支出の項目の内訳は（例）を参考に適宜追加し、積算内訳は積算根拠を具体的に記載してください。
※ 消費税率は10％で計算してください。


統括責任者


○○部〇○班　


○○担当（○名）


○○担当（○名）


○○部〇○班　


○○担当（○名）


○○担当（○名）


○○担当（○名）


○○担当（○名）


